
（単位：千円）

10,019,902 14,636,575

現 金 及 び 預 金 784,424 3,276,843

受 取 手 形 110,182 160,000

売 掛 金 7,035,307 5,302,054

リ ー ス 債 権 21,801 321,601

商 品 3,733 1,736,923

販 売 用 不 動 産 963,715 1,342,986

貯 蔵 品 25,602 396,539

未 収 入 金 441,237 224,898

前 払 費 用 348,627 790,019

短 期 貸 付 金 33,681 487,161

繰 延 税 金 資 産 104,970 313,652

そ の 他 147,039 283,892

貸 倒 引 当 金 △420 8,870,907

固　　定　　資　　産 45,381,397 80,000

有形固定資産 40,047,545 658,389

建 物 14,258,961 1,776

構 築 物 593,983 1,221,911

機 械 装 置 1,006,212 2,802,952

車 両 運 搬 具 13,711 1,250,809

工 具 器 具 備 品 368,760 1,891,944

土 地 18,355,586 963,124

リ ー ス 資 産 1,592,696 23,507,483

建 設 仮 勘 定 3,857,633

無形固定資産 345,275 31,330,885

電 話 加 入 権 13,613 2,846,000

ソ フ ト ウ エ ア 317,441 6,579,040

リ ー ス 資 産 12,296 6,513,866

そ の 他 1,923 65,174

投資その他の資産 4,988,576 21,905,844

 投 資 有 価 証 券 1,229,410 465,237

関 係 会 社 株 式 1,649,719 21,440,606

長 期 貸 付 金 66,428  7,693,150

長 期 前 払 費 用 2,679 5,712,005

敷 金 及 び 保 証 金 1,781,728 302,778

生 命 保 険 積 立 金 143,074 7,732,672

そ の 他 145,577 評価・換算差額等 562,931

貸 倒 引 当 金 △30,042 その他有価証券評価差額金 562,931

31,893,816

55,401,300 55,401,300

繰 越 利 益 剰 余 金

負　債　合　計

純　資　産　の　部

ＳＢＳロジコム株式会社

　貸　借　対　照　表　
(平成29年12月31日現在）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

金　　　　　額

流　　動　　資　　産 流　　動　　負　　債

科　　　　　目

1 年 内 償 還 予 定 の 社 債

買 掛 金

金　　　　　額 科　　　　　目

固　　定　　負　　債

長 期 借 入 金

未 払 消 費 税 等

1年内返済予定の長期借入金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

預 り 金

社 債

株　　主　　資　　本

資 本 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 産 圧 縮 積 立 金

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債 ・ 純資産合計

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金

資 産 除 去 債 務

長 期 預 り 保 証 金

長 期 未 払 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務
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（単位：千円）

57,216,316

50,233,745

6,982,570

3,306,971

3,675,599

197

50,574

89,355 140,127

93,050

35,516 128,567

3,687,159

156,879

632,680

267,362

14,274 1,071,196

286

16,999

57,779

32,063 107,128

4,651,227

1,488,347

119,268 1,607,616

3,043,611

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

平成29年12月31日まで

科　　　　　　　　　　　　　　　目 金 　　　　　　　　　　　　　　　額

そ の 他

営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

ＳＢＳロジコム株式会社

当 期 純 利 益

減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他

営 業 外 費 用

そ の 他

売 上 高

売 上 原 価

　損　　益　　計　　算　　書　
平成29年  1月  1日から

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

支 払 利 息

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損
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（単位：千円）

別　途
積立金

特別償却
準 備 金

資産圧縮
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高　　　　　 2,846,000 6,513,866 65,174 6,579,040 465,237 7,693,150 387,683 5,701,314 6,669,878 20,917,265 30,342,306

当期変動額

合併による増加 78,896 78,896 78,896

特別償却準備金の積立 　　　－ 　　　－

特別償却準備金の取崩 △84,905 84,905 　　　－ 　　　－

資産圧縮積立金の積立 　　　－ 　　　－

資産圧縮積立金の取崩 △68,205 68,205 　　　－ 　　　－

剰余金の配当 △2,133,928 △2,133,928 △2,133,928

当期純利益 3,043,611 3,043,611 3,043,611

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

当期中の変動額合計 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ △84,905 10,690 1,062,793 988,579 988,579

当期末残高　　　　 2,846,000 6,513,866 65,174 6,579,040 465,237 7,693,150 302,778 5,712,005 7,732,672 21,905,844 31,330,885

当期首残高　　　　　　 658,903 658,903 31,001,210

当期変動額

合併による増加 78,896

特別償却準備金の積立 　　　－

特別償却準備金の取崩 　　　－

資産圧縮積立金の積立 　　　－

資産圧縮積立金の取崩 　　　－

資産圧縮特別勘定積立
金の取崩

　　　－

剰余金の配当 △2,133,928

当期純利益 3,043,611

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

△95,972 △95,972 △95,972

当期中の変動額合計 △95,972 △95,972 892,606

当期末残高　　 562,931 562,931 31,893,816

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計

資本準備金
そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合　　計

平成29年12月31日まで

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

ＳＢＳロジコム株式会社

　株主資本等変動計算書　
平成29年  1月  1日から
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個別注記表

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

 ① 関係会社株式 移動平均法による原価法によっております。

②

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

移動平均法による原価法によっております。

(2)

① 先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)によっております。

② 販売用不動産 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)によっております。

② 先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)によっております。

(3)固定資産の減価償却の方法

①

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）ならびに、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～50年

機械装置 ２～17年

車両及び運搬具 ２～７年

工具器具備品 ２～20年

②

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

③

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は当該残価

保証額）とする定額法によっております。

(4)引当金の計上基準

① 売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

② 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の経過期間対応額を計上し

ております。

③ 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１５年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（７年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。

無形固定資産（リース資産を除く）

リース資産

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

貯蔵品

有形固定資産（リース資産を除く）

その他有価証券

･ 時価のあるもの

･ 時価のないもの
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(5)消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式により処理しております。

(6)連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

(7)追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

[繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用]（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）を

当事業年度から適用しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1)　① 担保に供している資産及び担保に係る債務

千円

　② 差入保証金の代用として差入れている資産は次のとおりであります。

(2) 千円

有形固定資産の減価償却累計額は、減損損失累計額を含んで表示しております。

(3) 千円

(4)

４．

営業外収益 2,163 千円

営業外費用 34,127 千円

販売費及び一般管理費 1,259,346 千円

・営業取引以外の取引高

関係会社との取引

・営業取引

売上高 1,235,354 千円

売上原価 5,355,586 千円

損益計算書に関する注記

関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 465,125 千円

短期金銭債務 7,156,191 千円

有形固定資産の減価償却累計額 19,173,363

受取手形裏書譲渡額 9,285

計 240,000 千円

投資有価証券 10,053 千円

社債 80,000

　担保に係る債務の金額 １年内返済社債 160,000 千円

土地 2,428,794 千円

計 3,019,934 千円

　担保に供している資産 建物 589,146 千円

千円構築物 1,993
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)

(2)

該当事項はありません。

(3)

①

②

(4)

該当事項はありません。

効力発生日 平成30年3月26日

当期末日における新株予約権に関する事項

配当金の総額

１株当たり配当額

3,032,424千円

108.0　円

基準日 平成29年12月31日

基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成30年3月23日開催の定時株主総会において次のとおり付議する予定であります。

１株当たり配当額

基準日 平成28年12月31日

効力発生日 平成29年3月27日

76.0　円

自己株式の数に関する事項

剰余金の配当に関する事項

当事業年度中に行った剰余金の配当

平成29年3月24日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

配当金の総額 2,133,928千円

普通株式 28,078,002株 － － 28,078,002株

発行済株式の数に関する事項

株式の種類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数

－6 －



６．

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の主な内訳

　

　

　

繰延税金負債の純額 1,891,944

その他 173

繰延税金負債合計 3,198,252

土地圧縮積立金 1,794,583

建物圧縮積立金 726,704

特別償却準備金 96,155

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 177,896 千円

評価性引当額 △1,294,788

繰延税金資産合計 1,306,308

投資有価証券評価損 68,537

その他 17,971

　繰延税金資産小計 2,601,097

減損損失 704,015

関係会社株式評価損 543,562

貸倒引当金 9,199

一括償却資産 8,062

退職給付引当金 858,622 千円

減価償却超過額 52,760

（固定の部）

繰延税金資産

繰延税金負債

特別償却準備金 37,896

繰延税金負債合計 37,896

繰延税金資産の純額 104,970

その他 369

繰延税金資産合計 142,867

貸倒引当金 129

共済会剰余金 13,865

未払事業所税 2,150

賞与引当金 87,609

繰延税金資産

未払事業税 38,743 千円

税効果会計に関する注記

（流動の部）

土地再評価差額金 154,233

資産除去債務 338,364

資産除去債務 248,506
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７．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

当社は、ＳＢＳグループで資金管理を行うＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）に参加しており、

資金の預入及び借入を行っております。資金運用については原則行わず、政策的な投資に限定し、資金

調達についてはＣＭＳ又は銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従いリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

(2)金融商品の時価等に関する事項

平成29年12月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通り

であります。

（単位：千円）

売掛金

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

買掛金 ( ) ( )

短期借入金 ( ) ( )

長期借入金 ( ) ( )

（*）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

① 売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

② 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、株式等は取引所の価格等によっております。

③ 買掛金及、並びに　④ 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑤ 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。また、変動金利による長期借入金については、時価は帳簿価額に等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。

また、1年内返済長期借入金については、長期借入金に含んで記載しております。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額 41,620千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「② 有価証券及び投資有価証

券」には含めておりません。

④ 5,302,054 5,302,054 ―

⑤ 979,991 1,015,229 35,238

1,187,789 1,187,789

③ 3,276,843 3,276,843 ―

① 7,035,307 7,035,307 ―

② ―

貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

－8 －



８．

(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都その他の地域において、主に賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有しております。

(2)賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：千円）

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注2）時価の算定方法

主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であり、その他の物件

については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて合理的に調整した

金額によっております。

９．

(1)

取引条件および取引条件の決定方針

（注１） 経営指導料は業務内容を勘案し、両者協議の上、決定しております。

（注２） 当社は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、ＣＭＳ取引の実態を

明瞭に開示するために、取引金額は純額表示しております。なお、利率については、市場金利を

勘案して合理的に決定しております。

（注３） 施設使用料は市場価格を勘案し、使用面積に基づき両者協議の上、決定しております。

（注４） 業務委託費はそれに係る人件費等必要経費を勘案し、協議の上契約しております。

(2)

取引条件および取引条件の決定方針

（注１） リース料は市場価額等を勘案し、個別に見積もりを取り付け、一般的取引条件と同様に決定しており

ます。

上記金額のうち、取引金額には消費税を含まず、期末残高には消費税を含んでおります。

リースによる
車輌・工具器
具備品購入
（注1）

983,055

リース債務
(流動)

347,333

リース債務
(固定)

1,203,041

事業上
の関係

親会社の
子会社

ＳＢＳ
ファイナ
ンス㈱

無 無 リースによ
る車輌・工
具器具備品
購入

兄弟会社等

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有(被
所有)割合

(%)

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

業務委託費の
支払（注4） 279,912 ― ―

上記金額のうち、取引金額には消費税を含まず、期末残高には消費税を含んでおります。

資金の借入
（注2） 675,864 短期借入金 5,302,054

施設使用料の
支払（注3） 61,552 ― ―

経営指導料の
支払（注1） 920,292 ― ―

連結納税に係
る個別帰属額 1,049,391 未払金 1,049,391

事業上
の関係

親会社 ＳＢＳ
ホール
ディング
ス㈱

被所有
直接100%

兼任3人 経営指導

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有(被
所有)割合

(%)

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

賃貸等不動産に関する注記

貸借対照表計上額 時　価

14,293,951 26,734,460

関連当事者との取引に関する注記
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10．

(1) 円 90 銭

(2) 円 39 銭

11．

該当事項はありません。

重要な後発事象に関する注記

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,135

１株当たり当期純利益 108

－10 －


